
１.北海道⼤空町

２.宮城県仙台市

７.三重県津市
３.⻑野県安曇野市
４.岐⾩県下呂市

８.⿃取県⼋頭町
９.岡⼭県吉備中央町
10.島根県奥出雲町
11.⼭⼝県⻑⾨市

５.福井県⼤野市
６.福井県越前町

12.佐賀県佐賀市
13.⻑崎県⻄海市
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１．ドローン散布機の導⼊による⽔稲管理作業の省⼒化

経営体の概要

・所在地︓北海道網⾛郡⼤空町⼥満別
・経営体名︓ＪＴ農場
・栽培作物・作付⾯積︓⽔稲 10.9ha
・従業員数︓１名（経営者含む、平成３０年８⽉現在）

導⼊経緯

取組の特徴・効果

⃝ 良⾷味⽶（うるち）⽣産を⽬的に、ミネラル資材の葉
⾯散布を動⼒噴霧機で⾏っていたが、作業の省⼒化や
時間短縮のため、平成29年にドローン散布機を導⼊す
ることとした。

⃝ ドローン散布機を導⼊して、⽔稲の⽣育期間中におけ
る葉⾯散布に活⽤。

⃝ これにより、作業の省⼒化、時間短縮が可能。
動⼒噴霧 約１．５時間／㏊
ドローン 約０．５時間／㏊

⃝ ⾷味の定量的判定は難しいが、ねばり、⾷感などが向
上したと思われる。

⃝ 病害⾍や雑草の防除作業にもドローンを利⽤しており、
葉⾯散布と同様に作業の省⼒化、時間短縮になって
いる。

導⼊技術
・葉⾯散布⽤ ドローン

（株式会社マゼックス製、 ⾶助Ⅱ）

●ドローン散布機 ●葉⾯散布実施の様⼦

⽔⽥作



⽔⽥作

R1.6.11 宮城県農業振興課

２．ほ場管理システム等の導⼊による⽔稲栽培経営の効率化

・所在地︓宮城県仙台市
・経営体名︓農事組合法⼈井⼟⽣産組合
・作付⾯積︓⽔稲85ha（うち直播30ha）、畑15ha（うち露地ネギ
13ha）
・従業員数︓15名、臨時雇⽤10名（平成31年4⽉現在）

経営体の概要

○ ほ場管理システム
⾷・農クラウドAkisai（富⼠通(株)）

○ ⽔⽥の⽔管理⽀援システム（(株)ベジタリア）
ほ場の⽔深や⽔温等の⽔環境をスマホ等で確認

○ ドローンリモートセンシングに基づく可変施肥技術（（株）ケーエス）
⽔稲幼穂形成期のＮＤＶＩを分析し，⽣育に応じて可変追肥

○ 東⽇本⼤震災以降，農地の集積による経営⾯積の拡⼤に伴い、
作業の効率化が課題となっていた。

○ このため、作業の省⼒化，コスト削減，⽣産安定化を⽬的にICT
を活⽤したほ場管理システムを導⼊するとともに，⽔⽥センサやド
ローンリモートセンシングに基づく可変施肥技術を実証した。

○ ほ場管理システム
・ほ場管理システムを活⽤しつつ、乾⽥直播などの省⼒・低コスト稲
作を実践することで、稲作の労⼒軽減と適切な労⼒配分をはかる
ことができ、余剰労⼒を段階的に露地ネギ等の他作物の栽培に
配分できた。

・ほ場管理システムのGAP取得⽀援機能を活⽤し、「仙台井⼟ね
ぎ」としてブランド化を進めている露地ネギでGLOBALG.A.P.を取得
(H29)。

○ ⽔⽥の⽔管理⽀援システム
・⽔位確認のためのほ場⾒回り回数が減少
・気温・⽔温データを基に⽔稲減数分裂期の低温対策（深⽔管
理）や登熟期の⾼温対策（かけ流し，間断かんがい等）の実
施可否の判断に活⽤

○ ドローンリモートセンシングに基づく可変施肥技術
・センシングにより，作成されたNDVIマップにより，直播⽔稲におけ
るほ場別及びほ場内での⽣育ムラを⾒える化。

・センシングデータに基づく可変施肥を実施。今後、従来の追肥法と
⽐較した収量安定効果や収益性を評価する予定。

取組みの特徴・効果
導⼊技術

導⼊経緯

ほ場管理システム

⽔⽥センサとモニター画⾯ NDVIマップに基づく可変施肥

ドローンリモトーセンシング
で作成したNDVIマップ



３．農薬散布⽤ドローンの導⼊による⽔⽥防除の省⼒化の実現

経営体の概要

・所在地︓⻑野県安曇野市堀⾦烏川
・経営体名︓有限会社 Ｓ農園
・栽培作物・作付⾯積︓⽔稲25ha・⼩⻨11ha・⼤⾖8ha
そば12ha・その他（ビール⻨・野菜・ホップ）
・従業員数︓8名（内臨時２名）（令和元年８⽉現在）

導⼊経緯

取組の特徴・効果

⃝ 基盤整備事業完成を機に経営規模が拡⼤。炎天下の
重労働である防除作業の省⼒化が急務となった。

⃝ 園芸品⽬との複合化を進める上でも省⼒化は重要。
⃝ そこで⽔⽥などの防除作業の省⼒化を⽬的に、平成３

０年に農薬散布⽤ドローンを導⼊した。

⃝ 中⼭間地域の⼩区画⽔⽥における防除作業にも活⽤。
また、複数のバッテリーを準備し、連続作業を可能とし、
令和元年度は⽔稲40ha、⼤⾖8haの防除作業を実
施。

⃝ 従来ラジヘリで実施していた防除作業と⽐較し、作業時
間は若⼲多くなったが、防除作業の精密化と⾳が静か
なため宅地近くでの作業がしやすくなった。

⃝ リモートセンシングの進歩による⽣育診断（⽣育量、葉
⾊）、肥培管理の効率化にも期待している。

導⼊技術
ＭＧ－１Ｋ（（株）クボタ製）
・１回のフライトで約１ｈａ分の農薬散布が可能。
・散布装置を付け替えることで液剤と粒剤両⽅の散布が
可能（タンク容量は10ℓ・10kg）。

・⾼精度なミリ波レーダーで正確な⾼度維持が可能。
・折りたたみが簡単で、軽トラックで運搬が可能。

⽔⽥作

【ＭＧ－１Ｋ】

本
体 散布作業軽トラックで運搬



４．ドローンの導⼊による防除作業省⼒化の実現

経営体の概要
・所在地︓岐⾩県下呂市
・経営体名︓合資会社 源丸屋ファーム
・栽培作物・作付⾯積︓主⾷⽤⽔稲・14ha

作業受託・80ha
・従業員数︓7名（常雇2名、パート5名）

（令和元年8⽉現在）

導⼊経緯

取組の特徴・効果

⃝ 従来実施していた動⼒噴霧散布機による防除は、①労
⼒を要する（ホースを引きながら移動、薬剤散布のため
重労働）、②中⼭間地域ではほ場枚数が多く防除作
業が困難、③１⽇当たりの防除可能⾯積に限りがあり、
適期防除が⾏えない等の課題があった。

⃝ そこで、防除作業の省⼒化を⽬的に、平成30年度に、
農薬散布⽤ドローンを１台導⼊した。
（県単︓元気な農業産地構造改⾰⽀援事業活⽤）導⼊技術

農薬散布⽤ドローン（DJI製、AGRAS MG‐1S）

⽔⽥作

農薬散布を⾏うドローン

ドローンによる
防除作業の様⼦

⃝ オペレーターを1名、ナビゲーター3名体制で防除作業を実
施。来年度はオペレーターを1〜2名養成予定。

⃝ 農薬散布⽤ドローンの活⽤により、１⽇当たりの防除⾯
積が増加し、適期防除が可能となった。

【１⽇当たりの防除⾯積の拡⼤】
導⼊前︓140a/⽇ → 導⼊後︓500a/⽇）

⃝ また、防除作業に要ずる時間も軽減され、従業員の省⼒
化効果を確認。

【防除作業に要する⽇数】
導⼊前︓20⽇ → 導⼊後︓６⽇



経営体の概要
・所在地︓福井県⼤野市
・経営体名︓合同会社 上⽥農園
・栽培作物・作付⾯積︓⽔稲、⼤⻨、⼤⾖、サトイモ等・84ha
・従業員数︓7名

導⼊経緯

取組の特徴・効果

○ 規模拡⼤に伴い、管理する圃場が増えたため、圃場
管理が煩雑になるとともに、管理者が従業員の作業状
況を把握することが難しくなっていた。

○ 圃場⼀筆ごとに⽣産管理を⾏うことにより、収量品質
を向上させる必要があった。

○ 作業の効率化による⼈件費の削減が必要であった。

○ 2017年、圃場⽣産管理ソフトウェアを導⼊して、作業
すべき圃場をパソコン・スマートフォン上で⾒える化し、
確認を円滑化（写真参照）。

○ ⼀筆ごとに品種や肥料の施⽤量、作業の進捗を⼊⼒
し、圃場ごとの⽣産管理をすることにより、収量、品質
の向上、作業の効率化を実現。

○ 2017年、GNSSにより⾃動操舵を⾏う「直進⽥植機」
を導⼊。苗や肥料の補給作業にかかる⼈件費を削減
するとともに、密苗にも取り組み、軽労化も実現。

○ 2019年、農薬散布⽤ドローンを導⼊し、防除作業の
コスト低減に努めている。

導⼊技術
・ほ場⽣産管理システム
（アグリノート、ウォーターセル(株)  製）

・⾃動操舵機能付き⽥植機
（ヤンマー(株)  製）

・ドローン（スカイマティックス(株) 製）

農業管理ソフトウェアの表⽰画⾯

５．ほ場管理システム､⾃動操舵⽥植機､ドローン導⼊による作業効率化⽔⽥作



経営体の概要

・所在地︓福井県丹⽣郡越前町⼄坂
・経営体名（農）みずほ
・栽培作物・作付⾯積︓⽔稲・20ha ⼤⻨9ha  ⼤⾖5ha
・従業員数︓４名（令和元年7⽉現在）

導⼊経緯

取組の特徴・効果

⃝ (農)みずほではJAに委託していた⽔稲の航空防除の費
⽤負担が⼤きいことが課題であった。

⃝ そこで農薬散布を⾃前で⾏うため平成２８年に農薬
散布⽤ドローンを導⼊した。

⃝ ドローン導⼊には講習も含めて180万円の費⽤がかかっ
たが、4年程度で導⼊費⽤を回収できる⾒込みである。

⃝ また⽔稲以外にも⻨、⼤⾖の防除でも活⽤している。

⃝ ⾃前で防除出来るため、適期防除が可能となった。その
結果、毎年の病害⾍発⽣が少なくなり、収量の向上と
農薬費の削減を実現。
（導⼊前収量450ｋｇ/10ａ → 導⼊後480ｋｇ

/10ａ）
（散布農薬費約2割減＜粉剤→液剤＞）

⃝ 防除作業時間の短縮を実現。
導⼊前0.5h/10a → 導⼊後0.2h/10a

導⼊技術
・農薬散布⽤ドローン 2機
（JABO N6005（株）メディックス製））

６．農薬散布⽤ドローンの導⼊による適期防除と作業時間の短縮

農薬散布⽤ドローン ⾶⾏中の様⼦

⽔⽥作
畑作



７．ドローンを活⽤したマルチスペクトル⽣育診断による⽶の品質向上

経営体の概要

・所在地︓三重県津市⼤⾥睦合町
・経営体名︓つじ農園
・栽培作物・作付⾯積︓⽔稲 6ha
・従業員数︓１名（平成30年7⽉現在）

導⼊経緯

取組の特徴・効果

導⼊技術
・ドローン︓ 3DR社 solo
・マルチスペクトルカメラ︓ Parrot社 sequoia
・データ解析サービス︓ micasense社 atlas
・データ解析サービス︓ ドローン・ジャパン社DJアグリサービス
・データのGIS化、⽣育データ解析、⼟壌分析︓ 三重⼤学⽣物資
源学研究科

○⽔⽥を集約化して稲作を⾏うあたり、⼟地ごとの⽣育特性や作
物の⽣育診断はベテラン農家の経験と勘に頼るものが多く、⽶の品
質向上のためには情報を活⽤できる形に置き換えることが課題で
あった。

○そこで平成29年より、ドローンとマルチスペクトルカメラによる⽣育
診断の研究を開始した。また⾼付加価値化のための有機農法推
進のため、いくつかの作業の機械化を進めている。

⽣育が
均⼀化

○ ドローンとマルチスペクトルカメラによる⽣育診断技術を導
⼊することにより、平成29年には⽣育ムラが圃場内にあるこ
と、そのムラは秋冬の⼟づくりに起因することを突き⽌めた。

○ 平成30年は前年度に明らかになったムラの原因となった⼯
程を改善して⽣育の均⼀化ができている。

○ 今後は、栽培中の⽣育の変化を観察することで次年度以
降の収量や⾷味値の向上、栽培の均⼀化を図るツールにし
ていく予定。

○次の段階として、以下の取組を実施予定。
・上記技術で品質を確保したお⽶にストーリーをつけて⾼付加価値
商品にして販売する。
・上記技術で得た情報から地域内の栽培品⽬、栽培⽅法の最適
化を⾏い、戦略的な⽔⽥農業の構築に活⽤する。
・⽔⽥内除草と⽔⾨管理に⾃動化設備を導⼊し、省⼒化を⾏う。

平成29年7⽉ 平成30年7⽉
マルチスペクトル⽣育診断結果（⾚⾊が⽣育不良箇所）

⽔⽥作



８．営農管理システム、ドローンの導⼊による作業の効率化、技術の⾼位平準化

経営体の概要
・所在地︓⿃取県⼋頭郡⼋頭町下坂４４２
・経営体名︓有限会社⽥中農場
・栽培作物・作付⾯積︓⽔稲・９７．６ｈａ、⾖類・３．
８ｈａ、 ⽩ねぎ他野菜類・３．３ｈａ、飼料作物・７．
１ｈａ、 その他・５．３ｈａ。 計 １１７．１ｈａ。
・役員数︓４名、従業員数︓２０名（令和元年現在）

導 ⼊ 経 緯

取組の特徴・効果

・ほ場が５５０筆程あり、作業の効率化やほ場間違いを防
ぐために、平成２９年度にフェイスファームを導⼊。

・平成２９年度より、外部委託によるドローン活⽤を開始。

［フェイスファーム］
○ ５５０筆のほ場情報をフェースファームで⼀元管理。
○ 現場から端末を使って、ほ場を地図（グーグルマッ
プ）で確認できるため、除草剤施⽤等のほ場間違いを
防⽌できる。

○ 社員へもほ場ごとの作業記録を⼊れるよう指導。
○ これにより、社⻑が作業者の作業時間を⾒て進捗管
理も可能になる。

［従業員への技術伝承・育成］
○ 技術伝承は、耕耘・代かき・収穫作業のポイントにつ
いて社員指導しており、早い者で技術習得に３年かか
る。

○ フェイスファームを⽤いた従業員の作業時間管理に
よる作業時間の短縮が、従業員の技術習得につながる
と考えている。

［外部委託︓ドローン］
○ 病害⾍防除（籾枯細菌病対策）で１０ha実施。
○ センシングによりイネの葉⾊から⼟壌肥沃度を推定
し、ほ場の地⼒ムラをマップ化。

○ 計測、解析、資料提供及びフェイスファームへのアッ
プロードを外部委託。解析結果を翌年の⼟づくりや元肥
に活⽤する予定。

導 ⼊ 技 術
・フェイスファーム（営農管理システム、ソリマチ（株）製）
・作業時間と燃料の記録ができるスマートアシストコンバ
イン２台（他に通常機２台）、トラクタ１台（他に通常

機１１台）（共にヤンマー製）
・外部委託︓ドローン（農薬散布、リモートセンシング）

フェースファームの写
真 ドローンの写真

ほ場管理画⾯ ドローンによる農薬散布の様⼦

⽔⽥作



９．中⼭間地でのドローン導⼊による⽔稲の省⼒的・効果的防除

経営体の概要

・所在地︓岡⼭県加賀郡吉備中央町
・経営体名︓有限会社ダイナミック
・栽培作物・作付⾯積︓⽔稲・12ha、⿊⼤⾖・15ha他
・農業従事者数︓５⼈（令和元年８⽉現在）

導⼊経緯

取組の特徴・効果

⃝ 中⼭間地の狭⼩な⽔⽥において、動⼒噴霧器による
病害⾍防除を⾏ってきたが、作業時間もかかることから、
規模拡⼤の妨げとなっていた。

⃝ そこで、農薬散布の労⼒軽減を図るため、平成30年に
ドローンを１台導⼊した。

⃝ 中⼭間地域での慣⾏の動⼒噴霧器による病害⾍防除
に⽐べ、作業時間が⼤幅に減少した。

＜分散した不整形な狭⼩農地110aの農薬散布作業
時間＞

★ドローンの場合︓90分
（うち、農薬散布の⾶⾏時間50分）

★動⼒噴霧器の場合 ︓220〜330分

⃝ 障害物等で無⼈ヘリ防除ができない⽔⽥でも、ドローン
では防除が可能であった。

⃝ ドローン防除によるカメムシの防除効果や労⼒軽減が確
認できたため、⼤型⽶⻨農家等へドローン防除技術の
導⼊による規模拡⼤を推進する。

⃝ 条件の悪い⽔⽥でも省⼒的に適期防除することが可能
となるため、地域全体の⽔稲の品質向上が期待される。

導⼊技術
・ドローン（株）クボタ製 農業⽤マルチローターMG‐1K

⽔⽥作

（出穂7⽇前に畦畔の草刈）
※平成30年作での調査

（出穂14⽇前までに畦畔の草
刈）

カメムシの捕獲数調査（頭／20
網）

ドローンによる薬剤の散布
前（防除前⽇）と散布後
（防除７⽇後）で、 カメ
ムシの発⽣数が減少し、防
除効果が確認できた。

カメムシ防除効果

ドローンでの農薬散布作業



10．農薬散布⽤ドローンの導⼊による集落単位での⽔稲共同防除の実践

経営体の概要

・所在地︓島根県奥出雲町阿井地区
・取組主体︓阿井地区集落営農組織等連携検討委員会
（ドローン防除チーム）
・栽培作物・作付⾯積︓⽔稲149ha（⽔⽥170ha）

導⼊経緯

取組の特徴・効果

⃝ 阿井地区集落営農組織等連携検討委員会はＨ26
年、4農事組合法⼈、3集落営農組織、1集落協定で
設⽴。

⃝ H29年、アンケート調査により防除作業の軽減の要望
が⼤きいことが判明し、その実現に向けた集落ビジョンを
作成した。

⃝ Ｈ30年、県単事業（集落営農体制強化スピードアッ
プ事業1/3補助）、中⼭間地域等直接⽀払制度の
集落連携・機能維持加算の活⽤によりドローンを2機導
⼊、防除チームを結成した。

導⼊技術

↑⽔稲防除薬剤散布作業

⃝ 各構成組織からの⼈選により、農家⼦弟を含む１１
名の若⼿（20〜60代）を確保し、オペレーターとして
育成した。

⃝ 平成30年7〜8⽉に延べ120haの防除を実施した。
従来は各農家が実施していた動⼒散布機による防除
作業をドローン防除チームが担うことにより、農家の負担
が軽減した。2台のチーム編成により、出穂期及び穂揃
期の適期防除が可能となった。

⃝ １１名のオペレーターは集落営農に興味を持ち、次代
の後継者につながる⼈材確保につながった。

⽇本海

↑防除前の試運転

農薬散布⽤ドローン
（DJI社製、AGRAS MG-1）

↑農薬をタンクに注⼊作業

⽔⽥作



11．集落営農法⼈連合体によるドローン防除事業の展開

経営体の概要

・所在地︓⼭⼝県⻑⾨市
・経営体名︓㈱⻑⾨⻄
・役員数︓６名
・社員数︓１名

導⼊経緯

取組の特徴・効果

⃝ ⼭⼝県⻑⾨地域では、集落営農法⼈の構成員の⾼齢化
が進む中、農地や集落の維持、新規就業者の確保等を
可能にする永続的な農業モデルの構築に向けて、普及組
織も調整役としての役割を果たしつつ、ＪＡ出資型法⼈の
集落営農法⼈連合体である「㈱⻑⾨⻄」が設⽴された。

⃝ ㈱⻑⾨⻄は事業の核として航空防除事業を展開するにあ
たり、ドローン２台を導⼊した。

⃝ 集落営農法⼈連合体（ＪＡ出資型法⼈）では、１名の
専任従事者（農業⼤学校卒、25才）を社員として雇⽤。
ドローンでの防除作業や⽔稲の共同育苗、農作業の受託
事業を実施。
＜㈱⻑⾨⻄の取組実績（平成30年度）＞
・航空防除（ﾄﾞﾛｰﾝ）350ha（延べ）
・農作業受託 40ha（延べ）
・⽔稲共同育苗 4,425箱

⃝ 平成30年度は延べ 350haの農薬散布を実施。これにより、
狭⼩ほ場を含めた、中⼭間地⽔⽥ほ場の効率防除が可能
となった。

⃝ また、地域の若⼿農業者をドローン防除のオペレータとして養
成するため、ドローン防除に係るオペレータ教習事業を併せ
て展開。

⃝ 今後、ドローンを獣害対策に応⽤可能かを確認するため、
実証実験に取り組む予定である。

導⼊技術

農薬散布⽤ドローン(DJI社製、MG-1)

⽔⽥作

ドローン教習所⾵景

ドローンでの薬剤
散布の様⼦



経営体の概要

導⼊技術

導⼊経緯

取組の特徴・効果

○ 所在地︓佐賀県佐賀市久保⽥町
○ 経営体名︓久保⽥地区無⼈ヘリ利⽤組合

（Ｈ12年組織）ドローン防除対象
○ 農地⾯積︓⽔稲44ha、⼤⾖24ha
○ オペレーター︓11名

○ 農薬散布⽤ドローン（DJI社製 MG‐1SA）
（平成30年度から活⽤）

⃝ ⼩回りが利き、住宅に近いほ場などでも散布が容易 と
なった。

⃝ 軽量で積みおろしも⼿間がかからず、無⼈ヘリより １⼈
少ない⼈数（３名）で作業が可能。家屋への衝突等
の事故の影響も⼩さくなることから、作業員の精神的負
担が軽くなった。

⃝ 機体の⾼度をオペレーター⽬線まで下げることができ、散
布状況を確認できる。

⃝ 騒⾳、ドリフト、洗濯物への影響などがヘリと⽐べて⼩さく、
住⺠から苦情が減ってきた。

⃝ 組合員も⾼齢化しており、若⼿オペレーターの育成・確
保が課題。

⃝ ⽔稲の場合、1⽇10haの防除が限度で、⾯積を拡⼤し
ようとすると、その分、台数と⼈員が必要となり、拡⼤は
難しい。

12．農薬散布⽤ドローンの導⼊による作業の効率化

⃝ 近年、久保⽥地区は市街化が進み、住宅に近いほ場
や交通量の多い道路に⾯する圃場など無⼈ヘリでは防
除が困難な場所が増えてきたことから、JAのモニター販売
により農薬散布⽤ドローンを導⼊し、無⼈ヘリ防除との
連携により効率的に防除作業を実施。

無⼈ヘリ利⽤組合員

ドローンによる⾶⾏の様⼦

⽔⽥作
畑作

オペレーターによる防除作業



13．ドローン導⼊による中⼭間地での⽔稲防除体制の強化

経営体の概要
・所在地︓⻑崎県⻄海市
・防除受託組織︓
ＪＡ⻑崎せいひ北部ドローン防除組合（ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ４名）
⻑崎⻄彼農協琴海⻘壮年部（ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ７名）

・防除受託⾯積︓⽔稲１１５ｈａ・ばれいしょ７ha
（H30）

導⼊経緯

取組の特徴・効果

⃝ 無⼈ヘリ防除が実施されてきたが、県外の受託組織で
あること、中⼭間地主体であることから適期防除や臨
機防除がしにくい場合があり、より効率的、機動的に
防除できる体制整備が課題であった。

⃝ そこで、Ｈ２９年９⽉、当該地域に防除組織２組
織が組織されドローンが１台ずつ導⼊された。

⃝ 無⼈ヘリ防除との連携により地域として防除作業が効率
的に実施できるようになってきた。

⃝ 当該地域の無⼈航空機防除⾯積（⽔稲延べ⾯積）
Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１

無⼈ヘリ ５３０ha ４３０ha ４５０ha
ドローン １３ha １１５ha １１９ha

（※H29,30実績、R1計画）

⃝ 単位⾯積当たりの防除作業時間は、無⼈ヘリが短いが、
ドローンは⼩型軽量で取り回しがよく中⼭間地など不正
形・狭⼩圃場の多い地域ではドローンの優位性が⾼い。

⃝ ドローンは⽔稲のみならず、ばれいしょの防除（⾯積7ｈ
ａ）にも活⽤しており、追加で１台導⼊したいと考えてい
る。

導⼊技術
・ドローン（(株) エンルート製︓ＺｉｏｎＡＣ９４０ ）
による薬剤散布
・主要性能︓タンク容量５ℓ、⾶⾏時間１０分、⾶⾏間
隔（薬剤散布幅）３〜４ｍ

ドローンによる薬液散布作業

⽔⽥作




